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（ＢＯＸ１）2023 年春季労使交渉の振り返り 

2023 年の春季労使交渉では、多くの企業で高

めの賃金改定が実現した。長期時系列データをも

とにシンプルな賃金改定率（ベースアップ率）関

数を推計すると、本年は、この推計値を大きく上

回って着地しており、企業の賃金設定行動が従来

よりも積極化したことが窺える（図表 B1-1）。 

大企業の労働組合を中心とする連合加盟先につ

いて、個社の賃金改定率の分布をみると、今春ほ

どではないが全体として改定率が高まった 2015

年頃や昨年は、そもそも賃金改定を見送った先が

多かったほか、実施した先の改定率も０％台が中

心となっていた（図表 B1-2）。他方で、今春は、

製造業・非製造業ともに、雪崩を打ったように、

幅広い先で高水準の賃金改定が実施されている。 

より子細に振り返ると、多くの組合員を抱える

「リーダー企業」が、高水準の賃金改定を実施し、

それに多くの企業が追随する動きがみられた（図

表 B1-3）。こうしたもとで、中小企業でも、アン

ケート調査等をみると、幅広い先で賃金改定が実

現したとみられる19。 

このように、多くの先が積極的な賃金改定を行

った背景には、物価上昇率の高まりに加え、少子

高齢化にも起因するマクロ的な人手不足感の強ま

りがあると考えられる。とくに、若年層や高度人

材については人手不足感の強まりが目立っており、

これらの層を中心に、従来、流動性が低く、人材

の確保・係留のための賃金改定プレッシャーが小

さいとされてきた正社員についても、近年、転職

19
 例えば、中小企業を主な調査対象としている東京商工リ

サーチの「賃上げに関するアンケート（2023 年８月）」や

日本商工会議所の「ＬＯＢＯ調査（2023 年５月）」をみる

と、ベースアップ実施先の割合は、昨年よりも大きく増加

している。
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（出所）中央労働委員会、日本労働組合総連合会、総務省等

（注）1. 物価上昇率は、ＣＰＩ（除く生鮮食品、消費税率引き上げ等の影響を除く）。

ベースアップ率（実績値）は、2013年度までは中央労働委員会、2014～2023年度

は連合の公表値。

2. 推計式は以下の通り。推計期間：1992～2022年度。***は１％有意。

ベースアップ率 ＝ 0.32*** × 前暦年の物価上昇率

＋ 0.24*** × 前年度の名目労働生産性変化率

＋ 0.15*** × 前年度末の中長期インフレ予想

図表B1-1：賃金改定率
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（出所）日本労働組合総連合会

（注）ベースアップ率は、連合に加盟する主な組合の賃上げ額と賃金水準の個票に基づく

日本銀行スタッフによる試算値。

図表B1-2：賃金改定率の分布
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市場が急速に拡大している（図表 B1-4）。 

人手不足感の強まりは、人材の確保・係留に優

位性を持つと考えられる企業――上述のリーダー

企業の多くが含まれるとみられる――にも及んで

おり、こうした先の賃金設定行動の積極化につな

がったとみられる。実際、短観の個票を用いて分

析すると、従来、マクロ的な労働需給がタイト化

した場面であっても人手不足感を示してこなかっ

た企業でも、足もとにかけて、人手不足感が急速

に高まっていることが分かる（図表 B1-5）。 

以上のように、2023 年の春季労使交渉では、各

業種のリーダー企業を含め、多くの先で正社員の

人手不足感が高まっているもとで、輸入物価の上

昇を起点とする消費者物価の上昇が契機となり、

企業の賃金設定行動が一斉に積極化したと考えら

れる。少子高齢化も背景としたマクロ的な人手不

足感は続いていくと予想されるなかで、今後、賃

金がどの程度上昇していくか、状況を注視してい

く必要がある。 
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図表B1-3：リーダー企業の賃上げの波及
（ベースアップ率、％）

（出所）日本労働組合総連合会

（注）1. ベースアップ率は、連合に加盟する主な組合の賃上げ額と賃金水準の個票に

基づく日本銀行スタッフによる試算値。

2. リーダー企業は、業種別に組合員数が多い３社の平均値。

3. 除くリーダー企業は、リーダー企業を除く企業の25～75％タイルの分布。
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（注）過去１年間に転職した20～50代の正社員の割合。

図表B1-4：正社員転職率
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（注）短観ベース。「雇用人員判断を長期にわたって『適正』としてきた企業」は、

1991～2019年の約90％以上の期間において、雇用人員判断を「適正」と回答した先。

図表B1-5：雇用人員判断
（「過剰」－「不足」、ＤＩ、％ポイント、逆目盛）
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